
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：26－03） 

 

１ 4 月 1 日、クック諸島と NZ は新たな安全保障に関する宣言に署名した。ク

ック諸島のブラウン首相と NZのピーターズ外相は、クック諸島と中国の接近を

巡る過去の緊張を解消し、NZ を安全保障の「優先パートナー」と再確認するこ

とで合意した。これにより凍結されていた約 3000 万 NZ ドルの財政支援が再開

された。 

原文 

（3rd April 2026, RNZ） 

原文 

（3rd April 2026, PACNEWS） 

 

２ 3 月 23 日、豪州議会の条約に関する合同常任委員会は、パプアニューギニ

アとの相互防衛条約「プクプク条約」の批准を支持する報告書を上提した。こ

の条約が批准されれば、70 年以上前に締結された豪州、NZ、米国間の太平洋安

全保障条約（ANZUS）以来、オーストラリアにとって 3番目の正式な同盟関係と

なる。 

原文 

（2nd April 2026, PACNEWS） 

 

３ 3 月 26 日、マーシャル諸島のハイネ大統領は、イラン戦争に伴う燃料価格

の高騰を受け、90 日間の経済非常事態を宣言した。輸入燃料への依存度が高い

同国では国民の生活リスクが高まっており、政府はエネルギー節約策の実施や

公用車の利用制限、職員の新規採用凍結などを通じて経済への影響の軽減を図

っている。 

原文 

（30th March 2026, RNZ） 

原文 

（30th March 2026, Pacific Island Times） 

 

４ 4 月 2 日、ツバルにおいて、日本政府および国連薬物犯罪事務所（UNODC）

の支援による沿岸警備艇の引渡しが行われた。テオ首相は、この船舶が海洋監

視や法執行能力を強化し、次世代の資源保護に寄与すると述べ、田島大使は、

本供与が海洋秩序の維持や違法行為への迅速な対応を可能にすると述べた。 

https://www.rnz.co.nz/news/pacific/591419/cook-islands-and-nz-talking-again-with-clarity-on-path-forward
https://islandsbusiness.com/pacnews/pacnews-one-3-april-2026/
https://pina.com.fj/2026/04/02/australia-panel-backs-defence-pact-with-png-moves-to-formal-alliance/
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/591020/iran-war-marshall-islands-declares-90-day-economic-emergency-over-fuel-crisis
https://www.pacificislandtimes.com/post/marshall-islands-declared-a-state-of-economic-emergency-amid-global-criss


原文 

（2nd April 2026, Embassy of Japan in Tuvalu） 

原文 

（7th April 2026, PACNEWS） 

 

５ 4 月 1 日、日本は、中国の軍事活動の拡大を受け、太平洋側の防衛力強化

を目的とした 10 人からなる太平洋防衛構想室を設置した。 小泉進次郎防衛大

臣は、「太平洋側の広大な海域と空域における防衛態勢を強化することは、喫

緊の課題である」と述べた。  

原文 

（7th April 2026, Island Times） 

 

６ 3 月 30 日、パラオのオレゲリール司法大臣は、大統領令に基づき設立され

た「不法薬物対策国家作業部会（薬物タスクフォース）」の初会合を開催した。

ウィップス大統領が「ジャスト・セイ・ノー（Just Say No）」薬物乱用防止キ

ャンペーンを宣言したことを受け、法執行の強化や教育、治療の拡大を統合し

た戦略を推進し、薬物問題解決を図っている。また、同キャンペーンの一環と

して、予防、教育、治療、回復を促進する地域密着型プロジェクトの活動に対

し最大 5,000ドルの助成金を提供すると発表した。 

原文 

（3th April 2026, Island Times） 

原文 

（3th April 2026, Island Times） 

 

７ トンガでは、2022 年の海底火山の壊滅的な噴火から 4 年以上が経過し、復

興が続いるものの、中国への巨額の債務負担がその進展を阻害している。被災

した島々では復興の遅れが依然として顕著であり、当局は債務返済が重要なイ

ンフラや公共サービスへの投資を制限していると警告している。 

原文 

（7th April 2026, Island Times） 

 

８ 3 月 29 日、ミクロネシアのシミナ大統領は豪州を訪問し、海洋安全保障お

よび警察協力に関する重要覚書（MOU）を締結した。コンロイ太平洋島嶼国担

当大臣とは海洋能力強化の覚書を、バーク内務大臣とは太平洋警察イニシアチ

ブ（PPI）に関する 2件の覚書を交わし、地域の法執行能力の向上を図る。 

原文 

（8th April 2026, Kaselehlie Press） 

 

https://www.fj.emb-japan.go.jp/itpr_ja/11_000001_00920.html
https://pina.com.fj/2026/04/07/tuvalu-boosts-maritime-security-with-new-patrol-vessel-from-japan-unodc/
https://islandtimes.org/japan-aims-to-fill-defense-vacuum-in-pacific-to-counter-china/
https://islandtimes.org/palau-drug-task-force-holds-first-meeting-under-executive-order-498/
https://islandtimes.org/palau-offers-5000-grants-for-community-projects-in-2026-just-say-no-anti-drug-campaign/
https://islandtimes.org/tongas-debt-to-china-hinders-rebuild-four-years-on-from-eruption/


９ 4 月 13 日、シンガポールのシャンムガム国家安全保障調整大臣は、イラン

によるホルムズ海峡での通航料徴収に対し、航行の自由を堅持する立場を再表

明した。国連海洋法条約（UNCLOS）に基づき、国際海峡の通航は権利であり、

沿岸国による課金や制限は認められないと強調。同国のバラクリシュナン外相

も、航行の自由は特権ではなく権利であると述べ、不当な要求を拒絶した。 

原文 

（14th April 2026, Seatrade） 

 

１０ 4月 13日、NZのラクソン首相は、パラオのウィップス大統領と会談し、

中東情勢による燃料価格高騰が太平洋諸島フォーラム（PIF）のためにパラオ

を訪れる太平洋諸国の首脳に対し、渡航を阻むリスクはないと述べた。同首相

は、燃料供給への圧力が強まった場合は太平洋諸国への支援を辞さない意向を

表明。パラオ側も現状の供給安定を確認しつつ、注視を続ける姿勢を示した。 

原文 

（16th April 2026, PACNEWS） 

 

１１ パラオ当局は、3 月 3 日から 21 日にかけて行われた地域合同哨戒作戦に

おいて、パラオの排他的経済水域内で違法操業を行っていたインドネシア籍の

漁船を拿捕した。船内からはマグロやサメのヒレ計 40トンが押収され、船長及

び 29名の乗組員はマラカルにある海上警察の拘留施設で拘束されている。 

原文 

（17th April 2026, island times） 

 

  

https://www.seatrade-maritime.com/regulations/singapore-reiterates-principled-stand-on-freedom-of-navigation
https://pina.com.fj/2026/04/16/no-risk-to-palau-forum-travel-but-nz-ready-to-step-in-if-pacific-fuel-pressure-grows-nz-pm-luxon/
https://islandtimes.org/indonesian-fishing-vessel-seized-in-palaus-eez-nets-40-tons-of-illegal-catch/


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


